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【総合特別区域および環境未来都市の認定を受けたプロジェクト】 

  （国際）国際戦略総合特区：北九州アジア戦略・環境拠点都市 

  （地域）地域活性化総合特区：柏の葉キャンパスシティ、 

      豊田次世代エネルギー・モビリティ都市、西条農業革新都市 

  （環境）環境未来都市：岩手南部循環型バイオマス都市、 

      柏の葉キャンパスシティ、北九州アジア戦略・環境拠点都市 

 

 



はじめに 
 

 少子高齢化やグローバル化など国内外で大きく環境が変化する中、わが国の

都市・地域には、諸課題の解決を通じて、競争力の強化と地域経済の成長を図

ることが求められている。例えば、東京をはじめとする大都市は、都市間での

国際競争の激化に直面し、ビジネス環境の国際優位性の確立が喫緊の課題であ

る。一方、地方では、本格的に高齢化が進むとともに、若年人口の流出による

人口減少社会が到来し、行政サービスや社会保障の見直し、地域経済を支える

産業の活性化など、地域社会を担う機能の維持が急務となっている。 

 こうした中、経団連では、2011 年３月に未来都市モデルプロジェクトを取り

まとめ、都市・地域を舞台にしたイノベーションによる民主導の成長モデルの

構築に取り組んできた。全国 11 の都市・地域で、環境・エネルギー、医療、交

通インフラ、農業等の分野に係る先端技術の実証実験が行なわれ、社会的な課

題の解決や産業システムの変革、さらには地域の活性化へとつながる成果が

徐々に芽生え出している。本文で述べるとおり、エネルギーの高効率利用やＩ

ＣＴを活用した健康づくり、農業の高度化、物流システムの革新などが実現し

つつある。今後は、これらを確実に事業化・産業化へ結びつけ、企業の競争力

強化、さらにはプロジェクトの積極的な横展開により、わが国全体の経済成長

へとつなげていくことが期待される。 

 また、未来都市モデルプロジェクトがチャレンジしている少子高齢化や環境・

エネルギー問題、水・食糧問題等は、国際社会が共通して抱えている課題でも

ある。諸外国に先駆けて、わが国企業が解決への道筋をつけ、成功モデルの海

外展開を図っていくならば、グローバルな市場でわが国企業が強みを発揮する

ことにとどまらず、国際社会におけるわが国のプレゼンスを大いに高めること

にもつながる。 

 経団連は、未来都市モデルプロジェクトで得られた知見・経験・技術を核に

イノベーションを創出し、引き続き都市の競争力強化・地域の活性化を通じた

わが国の持続的な経済成長を支えていく所存である。行政に対しても、地域の

特徴に応じた戦略的な政策対応を求めていく。各プロジェクトを通じて、得ら

れた知見や成果、浮き彫りになった課題などを中心に取りまとめたプログレス・

レポートがその一助となることを期待する。
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【プロジェクト名：①岩手南部循環型バイオマス都市】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

Ａ：木質系バイオマスの利活用 

１．多段的な木質バイオマスの利活用（間伐

材等林地残材のマテリアル利用の拡大とサ

ーマル利用） 

 

 

 

（１）未利用バイオマスの利活用 

①林地残材石炭混焼事業 

・林地残材を破砕・乾燥処理してできた木質

チップと石炭を混合・粉砕し、新日鐵住金

釜石製鐵所内の石炭火力発電設備のボイラ

ーで混焼することで発電する。 

・この石炭混焼発電により発生した焼却灰等

の残さについても、セメント原料などに有

効活用する。 

 

②バイオマスガス化事業 

・木質チップと廃タイヤ等を混合したものを

高機能型ガス化炉で燃焼し、ガスを発生さ

せ、そのガスと LPG を混合、新日鐵住金釜

石製鐵所構内での使用に加えて、近隣の工

場に供給する。 

・このガス化事業により発生した炭化物等の

残さについても、既設の火力発電設備に投

入し、有効活用する。 

 

２．新技術開発による木質バイオマスの利活

用の高度化（ナノカーボン製造システム） 

・木質チップを熱分解炉にて空気を遮断した

状態で加熱しガス化を行う。このガスを、

カーボン生成炉で触媒金属と反応させてカ

ーボンを析出させる「気相成長法（CVD 法）」

という技術を用いてナノカーボンを生成す

る。 

 

【現在の進捗】 

・釜石市は 2011 年の大震災で被災し、当初の

計画をベースとしつつも、内容につき若干

の変更も検討されている。 

 

 

 

 

（１）未利用バイオマスの利活用 

①林地残材石炭混焼事業 

・石炭との混焼発電に関しては、既に実行中

である。林内未利用資源混焼率の安定・拡

大に向けて技術的課題の解決策を検討、一

定の成果が得られた。 

 

 

 

 

②バイオマスガス化事業 

・ガス化炉の導入に関しては、まちづくり計

画、予定事業主体の内部検討結果により、

現時点での商業運転はコストに見合わない

ことから、事業化は見送りとなった。 

 

 

 

 

 

２．新技術開発による木質バイオマスの利活

用の高度化（ナノカーボン製造システム） 

・ナノカーボンの製造技術開発は、林野庁か

らの委託事業「森林資源活用型ニュービジ

ネス創造対策事業」（2008～2012）が終了

し、製造技術は確立した。現在、アプリケ

ーションの開拓を進めている。 
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【プロジェクト名：①岩手南部循環型バイオマス都市】 

・実証の目標としては、ナノカーボンの収率

で１㎏／原料 20㎏、カーボン品質として純

度 90％以上を目指し、樹脂材料との混練り

により、導電性材料への適用など、機能素

材化を図る。 

 

Ｂ：廃棄物系バイオマスの利活用 

①廃食用油の利活用（BDF） 

・地域との連携により、家庭および地域生活

応援センター、学校給食センター等から発

生する廃食用油を回収して BDF（Bio Diesel 

Fuel）化し、釜石市と岩手県沿岸広域振興

局の公用車および大松学園の車両へ燃料と

して供給する。 

 

 

 

②し尿処理汚泥の利活用（有機肥料） 

・市内から収集したし尿を釜石市・大槌汚泥

再生処理センターで熱分解し、汚泥から有

機肥料を製造、地域住民に無償で提供する。 

 

 

 

③漁業系廃棄物の利活用 

・漁家・家庭、病院・飲食店・スーパー等で

発生した漁業系廃棄物を収集して無加水メ

タン発酵システムによってバイオガスを生

産し、清掃工場の発電に利用する。 

・余剰となったバイオガス、余剰ガス、熱、

電気は、都市ガスまたは発電してエネルギ

ーとして利用する。 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ：廃棄物系バイオマスの利活用 

①廃食用油の利活用（BDF） 

・市役所、地域生活応援センターに設置した

市民の持込廃食用油回収ボックス、および

学校給食センター等から大松学園が回収・

BDF 化し、岩手県沿岸広域振興局の公用車

および民間団体のほか、大松学園の車両へ

燃料として供給している。 

・現在、市としては、ディーゼル車がガソリ

ン車に転換され、利活用はない。 

 

②し尿処理汚泥の利活用（有機肥料） 

・管内（釜石市・大槌町）から収集したし尿

および浄化槽汚泥を釜石・大槌汚泥再生処

理センターで処理した際に発生する汚泥を

熱分解し、し尿汚泥肥料として地域住民に

無償で配布している。 

 

③漁業系廃棄物の利活用 

・市清掃工場敷地内で、大成建設が実証試験

を行った。 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

○総合特区制度（地域活性化総合特区）  

【取組みに必要な特例措置】 

（１）規制の特例措置 

【現在の進捗】 

・当初は、総合特区に申請予定であったが、

現在は復興特区での実現を目指している 

（環境未来都市については、認定された）。 
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【プロジェクト名：①岩手南部循環型バイオマス都市】 

①資源利用するバイオマスの廃棄物処理法の

規定による許認可等の手続の緩和 

（２）税制上の支援措置 

①事業関連企業の法人税の税制優遇措置 

（３）財政上の支援措置 

①ハード整備に関する補助制度の創設 

②森林整備に係る補助金適用要件の緩和 

 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

Ａ：木質系バイオマスの利活用 

１．多段的な木質バイオマスの利活用 

（間伐材等林地残材のマテリアル利用の拡大

とサーマル利用） 

（１）未利用バイオマスの利活用 

①林地残材石炭混焼事業 

・2009 年度～ 

 

②バイオマスガス化事業 

 

 

２．新技術開発による木質バイオマスの利活

用の高度化（ナノカーボン製造システム） 

・2008 年８月～2013 年３月（予定） 

 

 

Ｂ：廃棄物系バイオマスの利活用 

①廃食用油の利活用（BDF） 

②し尿処理汚泥の利活用（有機肥料） 

③漁業系廃棄物の利活用 

・2008 年４月～ 

 

【現在の進捗（見通し）】 

Ａ：木質系バイオマスの利活用 

１．多段的な木質バイオマスの利活用 

 

 

（１）未利用バイオマスの利活用 

①林地残材石炭混焼事業 

 現状２％程度の混焼率を、２０１５年度夏

頃を目途に、15％程度まで引き上げる計画。 

②バイオマスガス化事業 

 正式に断念した。 

 

２．新技術開発による木質バイオマスの利活

用の高度化（ナノカーボン製造システム） 

・市所有のトラック、塵芥車の１台に再開す

る予定だが、製造能力の課題もある。 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

・特になし 

【現在の進捗】 

・東日本大震災後の被災地における新たなプ

ロジェクトとして、2012 年度に久慈市に

て、復興交付金による「木質系震災廃棄物

等活用可能性調査事業」を実施。プラント
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【プロジェクト名：①岩手南部循環型バイオマス都市】 

としては木質バイオマスを活用した熱電供

給プラントを構築し、地産の電力・熱を地

域の産業振興に活用しようとするもの。調

査の結果、熱利用等の条件が揃えば採算ベ

ースに乗ることが判った。 

・2013 年度はその結果を受け、熱利用先の候

補となる農業事業者との検討を進め、事業

採算性の詳細を検討中。また、熱需要に合

わせたプラント規模の見直し等事業化に向

けた検討を進めている。 
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【プロジェクト名：②福島医療ケアサービス都市】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

（１）見守り／遠隔健康相談（自治体と住民

を双方向 IP 通信でつなぐ） 

 

・自治体からの防災情報、緊急通報などのお

知らせが自宅で受け取れ双方向で通信可能

なほか、発展系として住民が自宅から定期

的にバイタルデータ（血圧、体重、体脂肪）、

歩数情報を登録し、サーバにアップロード

する仕組みを検討する。そのデータをもと

にテレビ電話を利用して保健師が遠隔で住

民に対して健康相談、保健指導を実施する。 

・健康管理情報には、既往、薬歴情報等を含

め村内の EHR（Electronic Health Record）

／PHR の基礎情報とし、必要時に緊急対応、

遠隔病診連携の情報として活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現在の進捗】 

（１）見守り／遠隔健康相談「地域健康支援

ネットワーク」（自治体と住民を双方向 IP

通信でつなぐ） 

・2011 年７月から、村民各々が歩数・血圧・

体重等をネットワーク上のサーバに登録

し、それらのデータを活用したテレビ電話

による遠隔健康相談を開始。2012 年２月に

は全世帯、および役場、学校、デイサービ

スセンタ、JAストアに光回線とテレビ電話

を設置、歩数・血圧・体重等のデータ登録

や遠隔健康相談の利便性を向上させた。健

康データがグラフ化され、毎日の変化が目

に見えて分かることから、｢明日はもっと歩

こう｣など住民の健康意識が高まった。実際

に、血圧や体重の低下などの健康状態の改

善が確認できている。なお、蓄積された健

康データは診療にも活用している。 

・2012 年２月からは、テレビ電話上の「光み

んなの回覧板」による介護や福祉、保健に

関する情報のほか、防災情報、緊急通報等

のお知らせの配信も開始。一方通行の配信

だけでなく、タッチパネルを使って双方向

のやりとりが可能であるため、例えば授業

参観への出欠などを住民はワンタッチで回

答することができ、配信側はリアルタイム

かつ自動的に集計することを実現した。こ

の双方向の仕組みは、今後、見守りにも発

展させる予定である。 

・2013 年 7 月には、会津若松市に本拠地を置

き、県内はもとより県外へも展開している

緊急通報システム事業者、アイネット株式

会社による、テレビ電話を利用した「お元

気コール」を開始。看護師、栄養士の有資

格者により、基本サービスとして週一回、

電話をかけて安否確認や体調管理を行って

いたものをテレビ電話で実施した。 
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【プロジェクト名：②福島医療ケアサービス都市】 

 

 

 

 

 

（２）遠隔診療、遠隔病診連携 

①慢性疾患患者や通院が困難な患者につい

て、テレビ電話等を利用した在宅診療を行

うことで、 医師と患者双方の負担を軽減す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②病院と診療所間でテレビ電話等情報機器を

活用し、専門医が現場の医師を支援した遠

隔病診連携を実現し、医療サービスの向上

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 それにより、表情や顔色、天候の違い等を

把握でき、より住民に寄り添った対応が可

能になり、安心感を高める結果が得られ、

双方で高い評価となった。 

 

（２）遠隔診療、遠隔病診連携 

①慢性疾患患者や通院が困難な患者に対する

テレビ電話等を利用した在宅再診 

・全世帯に導入したテレビ電話を活用し、

2012 年２月より村内の診療所の医師によ

る慢性疾患患者の再診を開始。冬季に通院

が困難な患者の負担軽減を図った。さらに

2012 年 12 月には、糖尿病の住民に対し、

在宅血糖値測定の仕組みを導入、在宅血糖

値測定により気付きを得て生活習慣（食事・

運動）の改善とその効果の自覚が芽生え、

健康状態を改善できた。 

・2013 年度は、会津医療センターの糖尿病専

門医を南会津病院にお招きし、檜枝岐村、

只見町の 3 拠点をつないで、遠隔糖尿病教

室を開催した。その他、同仕組みを用いて

感染症予防教室なども実施し、南会津医療

圏の地域連携の活発化に貢献した。 

 

②檜枝岐診療所、福島県立南会津病院、福島

県立医科大学附属病院に光回線とテレビ電

話等を設置し、2011 年 12 月より村外の専

門医が村内の診療所の医師を支援する医療

連携、遠隔病診連携を開始している。2013

年 1 月には、会津若松市の循環器疾患の治

療を中心とした医療機関｢わかまつインタ

ーベンションクリニック｣と檜枝岐診療所

にテレビ会議システムなどを導入し、専門

医が檜枝岐診療所の医師を支援する「遠隔

サポート診療」を開始。診療所と遠隔地の

医師同士が、診療所側にいる患者を交えつ

つ、テレビ電話を通じて意見交換しながら

診療を行うという仕組みであり、住民が普
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【プロジェクト名：②福島医療ケアサービス都市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域医療連携ネットワーク 

・病病・病診連携を目指した患者情報共有の

取組みを推進する。イメージとしては、必

要なセキュリティを確保した上で、連携医

療機関の診療情報を収集し、経過を含めた

診療情報の共有、オンライン診療や検査予

約等の仕組みにより、地域が一体となった

診療体制の実現を図る。 

 

（４）デマンド交通 

・高齢者の行動範囲を中心とした通院や買い

物の足として、地域住民へ安心・安価な交

通サービスを提供する。 

 

 

（５）救急搬送時連携 

・救急搬送中に病院～救急車、ドクターカー

～現地間で患者情報、バイタルデータを共

有、連携することにより、患者の重篤度を

正確に把握し、迅速・的確に病院前救護を

実施するとともに、適切な受け入れ体制の

構築を支援する。 

 

（６）ICT を活用した子育て支援、買い物支援 

・テレビ電話を用いた告知サービスを利用し

て、村内の全体または一部に対してお知ら

せを流し、各戸にてそのお知らせに対して

必要であれば返信する。発信者は集計機能

を用いて、返答の有無を把握できる。 

段から測定しているバイタルデータに加え

て、診療所で検査した心電図等のデータを

共有するとともに、電子聴診器によりリア

ルタイムで心音等を聴くことができる。こ

の結果、患者は受診負担を減らすことがで

き、経過がよければ 2 回に 1 回は地元で受

診ができるため、自ら遠隔サポート診療を

医師に希望するなど、患者評価が高い。 

 

（３）地域医療連携ネットワーク 

・福島県会津若松・南会津の地域医療再生計

画の取り組みの中で、南会津郡内の地域医

療連携ネットワークの構築を計画・実施し

ているため、本プロジェクトとしての検討

は見送り。 

 

 

 

（４）デマンド交通 

・通院や買い物の支援については、遠隔診療

や買い物支援の中で取組みを進めているた

め、デマンド交通そのものについては優先

度が低く、現時点では計画を見送り。 

 

（５）救急搬送時連携 

・他の取組みとの優先順位を考慮し、見送り。 

 

 

 

 

 

 

（６）ICT を活用した子育て支援、買い物支援 

・JA ストアから『本日のお買い得情報』を配

信し、テレビ電話で注文すると配達される

仕組みにより、住民に対する買い物支援の

取組みを進めている。2012 年６月より、通

信料金着信者払いサービス「フリーアクセ
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【プロジェクト名：②福島医療ケアサービス都市】 

ス ネクスト」※を JA ストアで導入してお

り、住民は通信料金を気にすることなくテ

レビ電話を通して商品を確認しながら買い

物をすることができる。 

 

※フリーアクセス ネクスト： 

・通信料金を着信者様側でお支払いただく着信課金サービ

ス。 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

○総合特区制度（地域活性化総合特区）  

・2011 年度申請予定 

 

【現在の進捗】 

2011年度： 

・総合特区制度（地域活性化総合特区）申請

→落選 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

2011 年度： 

見守り／遠隔健康相談、遠隔病診連携 

 

 

 

 

2012 年度以降： 

・地域医療連携ネットワーク、遠隔診療、デ

マンド交通、救急、搬送時連携、ICTを活用

した子育て支援、買い物支援等 

・自治体の優先順位により随時選択実施 

 

【現在の進捗（見通し）】 

2011年度： 

見守り／遠隔健康相談、遠隔病診連携 

・概ね計画通りに進捗。 

・遠隔診療、買い物支援については計画を前

倒して実施。 

 

2012年度： 

・2011 年度から開始した遠隔健康相談につい

て取組状況と健診結果等の相関分析を行な

い、健康状態の改善効果を確認。また、村

外の医療機関と連携した Doctor to Doctor 

to Patient 型遠隔診療を開始するととも

に、村内の糖尿病患者の在宅血糖値測定の

取組みも開始した。 

 

2013年度： 

・３ヵ年の取組みについて、経済面も含めた

成果をとりまとめ、評価を実施。あわせて、

遠隔健康相談、教育、見守り等、ICTを活用

した魅力ある地域づくりに関するノウハウ

の水平展開に向けた検討を実施。 
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【プロジェクト名：②福島医療ケアサービス都市】 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

・介護医療の分野で、住民の健康増進、健康

な高齢者を増やすことで医療費削減を目指

すことはもちろん、都市部と同等の医療提

供が可能な仕組みづくりや ICT を活用した

魅力ある地域づくりを推進。蓄積されたノ

ウハウをパッケージ化し、水平展開を図る。 

 

【現在の進捗】 

・2014 年度は、自治体負担で、地域健康支援

システムの継続利用を決定した。この 3 年

間の取り組みで村民の健康増進に役立ち、

生活習慣病の予防の支えになるとの評価を

いただいた。 

・今後の医療介護分野の施策については、補

助金や規制緩和の動向を見ながら、継続・

拡大できる方法を検討していきたい。 
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【プロジェクト名：③日立市スマート工業都市】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

（１）エネルギー 

①再生可能エネルギーの創造と活用 

・企業や公共施設で消費されるエネルギーの

一部を再生可能エネルギーでまかない、災

害時に利用できるエネルギーの量・場所を

増やす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域でのエネルギーの融通 

・地域で創ったエネルギーを融通しあうこと

で再生可能エネルギーの利用を促進すると

ともに、災害時に地域住民が最低限の生活

を維持できるエネルギーを融通する仕組み

を整備する。 

 

③省エネ・低公害車の普及促進 

・市内を走行する車両の多くを省エネ・低公

害車にする。特に災害時にエネルギーを融

通しあう手段となりえる EV の普及を促進

する。 

 

 

 

【現在の進捗】 

（１）エネルギー 

①再生可能エネルギーの創造と活用 

・災害時に地域住民に対して災害情報等を提

供する施設で所要電力を確保し、通常時に

は省エネ・エネルギー利用の効率化を図る

ことを目的に、2012 年度、市内の交流セン

ター11 箇所に太陽光発電、蓄電池設備等を

導入した。 

2013年度は交流センター4箇所に追加導入

した。 

2014年度には、交流センター残り 8箇所へ

の導入を予定している。 

・日立グループは、市内の３事業所の敷地内

に太陽光発電システム、蓄電池、EV 充電器、

エネルギーマネジメントシステム等を整備

し、再生可能エネルギーによる創エネをは

じめ、工場全体としての発電・消費電力の

見える化、消費電力需要・発電量予測と蓄

電池充放電計画に基づく省エネ化などを実

施。 

 

②地域でのエネルギーの融通 

・①の構築結果に基づき、継続検討する予定。 

 

 

 

 

 

③省エネ・低公害車の普及促進 

・EV バスによるエネルギーの利用として、

2011年度、次世代エネルギー技術実証事業

（新エネルギー導入促進協議会）の採択を

受け 2 年間実施。2011、2012 年度にバッテ

リー状態を含めた車両状況監視、消費電力

量予測、充電・運行計画策定支援機能を用

いた運用モデルの構築、実証を実施。 
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【プロジェクト名：③日立市スマート工業都市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）技能教育 

 

①地元企業向け技能教育の拡充 

・企業活動の維持・拡大をめざす地元企業を

支援するため、技能教育講座の内容の充実

を図る。また、日立市内の技能教育機関に

おける講座・講師・設備等の相互活用を促

進し、受講者の利便性向上を図る。 

 

②外国人向け技能教育の充実化 

・ものづくり技術を学ぶために日立市に来る

外国人が暮らしやすい生活環境を整備し、

地域住民との交流を促進することで、交流

人口の増大と産業振興を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③科学技術教育・生涯学習の振興 

・従来からの小中学校向け理数教育支援活動

を継続するとともに、事業所見学プログラ

ムの拡充、生涯学習の場の拡充を図る。 

 

 

 

 2013年度は防災対応型 PHVバスを用いた給

電（バスからの放電）実証を実施。 

・2013 年３月には、整備を進めていた BRT

（Bus Rapid Transit）の運行を開始した。

路線を走るバスは２台あり、うち１台は新

車導入としては茨城県内初となるハイブリ

ッドバスである。 

 

（２）技能教育 

2013年度： 

①地元企業向け技能教育の拡充 

・2012 年度から日立製作所が持つ各種教育機

関の講座を日立市の技能教育研修機関を通

じ「地域企業公開講座」として地元企業へ

一部開放し、地元企業のものづくり技能･ 

技術を習得する機会を拡充｡公開講座数

は､2013 年度 30 講座｡ 

なお､受講者数が年間 10 名程度のため､受

講ニーズの確認を行う機会として関連機

関との情報交換の場を定期的に設けた｡ 

・日立製作所から技能教育機関への指導人材

の派遣については、引き続き中小企業のニ

ーズを把握しながら、派遣要請に対応でき

るよう準備・検討を進めた。 

・小中学校向けの事業所見学プログラムの拡

充については､日立市内の日立グループ企

業への見学受入れ可能性に関する調査を実

施｡ 

 また､中学生の職場体験実習受入れについ

ても､同調査を実施｡ 

 

③科学技術教育・生涯学習の振興 

・市内小中学校児童生徒を対象に、日立製作

所で開催された技能五輪茨城県大会の様子

を見学する機会を設け､ものづくりへの興

味醸成を図った。 
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【プロジェクト名：③日立市スマート工業都市】 

（３）医療・住民ケア 

①健康づくり活動の見える化 

・日立市での健康運動教室や貯筋運動教室な

どの健康づくり活動の効果測定ができる仕

組み（見える化）を実現し、それらの健康

データを蓄積し、参加者本人の健康チェッ

クや行政の施策へのフィードバックに活用

する。 

②国保レセプトデータの利活用 

・国保レセプトデータから地域内の疾病傾向、

医薬品消費状況等を分析し、市の健康・医

療政策の策定に活用する。 

③高齢者見守りサービス 

・高齢者が自宅で安心して暮らし続けられる

サービスを検討する。 

④地域包括ケアの推進・IT 化 

・高齢者に関与する事業者間で電子データを

共有し、高品質を目指したサービスの提供

を図る。 

⑤遠隔医療の推進 

・在宅患者への遠隔医療提供を支援する。 

⑥日立総合病院の機能強化 

・地域の中核病院として、救命救急センター

機能等の機能強化を継続する。 

 

（３）医療・住民ケア 

・⑥の取組みとして、2012 年 10 月に茨城県

北地域では初となる救命救急センターの運

用を開始。 

2013 年 5 月には診療棟が完成し、外来機能

の集約を図るとともに、外来化学療法セン

ターの運用を開始した。また、医療の質向

上と地域医療へのさらなる貢献に向け、先

進医療機能を備えた本館棟の建設に着手

した（2015 年度中の竣工を目指す）。 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

・日立市と協議の上、政府・自治体の制度の

把握・利活用を幅広く検討することとした。 

 

【現在の進捗】 

・日立市で環境省の再生可能エネルギー等導

入地方公共団体支援基金に応募し、採択さ

れた。 

・2012 年度、住民ケアの一環で、市民生活サ

ービスの提供に関する調査事業として、新

エネルギー導入促進協議会のスマートコミ

ュニティ構想普及支援事業に応募し、採択

された。 
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【プロジェクト名：③日立市スマート工業都市】 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

（１）エネルギー 

・2011 年度～2015 年度にかけて、 

 ①再生可能エネルギー創造と活用 

 ②地域でのエネルギーの融通 

 ③省エネ・低公害車の普及促進 

 を実施する計画としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）技能教育 

原計画で定めた内容は次の通り。 

・2011 年度～2015 年度の間で、第一段階と第

二段階のステップを経て実施。 

第一段階： 

・関係機関との調整、プログラムの企画、試

行 

・外国人向け住環境の整備 

・中小企業向け教育プログラムの準備 

第二段階： 

・プログラムの本格提供の開始 

【現在の進捗（見通し）】 

（１）エネルギー 

①再生可能エネルギーの創造と活用 

「日立市内のどこに、どれだけのエネルギー

があるか、利用できるか」が簡単に把握で

き、また利用するために、交流センターや

体育館、駅など公共施設をはじめ、小中学

校、図書館などの教育施設、日立市内に拠

点を置く企業、さらには一般家庭にも太陽

光発電設備やエネルギーマネジメントシス

テムの導入を目指す。 

 

②地域でのエネルギーの融通 

・地域でのエネルギー状態と位置（モビリテ

ィ）を把握、管理するために必要なコント

ロールセンターの検討を行い、エネルギー

を中心に地域の課題解決を行う新たな市民

サービスの創造を目指す。 

 

③省エネ・低公害車の普及促進 

・災害時に既存のエネルギーインフラがスト

ップした場合に電力を移送し、融通できる

手段として EV の活用が有効であり、その普

及促進とともに EV の充放電器の導入整備

検討を行う。 

 

（２）技能教育 

①地元企業向け技能教育の拡充 

・2012 年度から､技能･技術教育機関の講座

情報の共有化､講座・講師等の相互利用を促

進｡技能･技術教育のさらなる活性化のため

に､2013 年度に立ち上げた､関連機関との

定期的な情報交換を円滑に進めていく｡ 

 

②科学技術教育・生涯学習の振興 

・日立市内の日立グループ企業の見学受入れ

可能性に関する調査結果を踏まえて､「事業
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【プロジェクト名：③日立市スマート工業都市】 

・多言語対応等の IT 設備の整備 

 

 

（３）医療・住民ケア 

第一段階： 

・健康づくり活動の整理、分析、評価手法、

運営に係る検討 

・サービス実現に向けた動向調査の実施 

・日立総合病院救命救急センターの整備 

第二段階 

・健康づくり活動に関する実証の実施 

・関連サービスの具現化 

・レセプトデータ利活用の再検討 

 

所見学 プログラム（小・中・高校生向け）」

の拡充を図る。 

 

（３）医療・住民ケア 

・日立総合病院では、2015 年度中の竣工を目

指し、本館棟の建設を進めるとともに、周

産期母子医療センターの再開に向けた検討

を継続する。 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

・特になし 

【現在の進捗】 

・当初の活動はエネルギー、技能教育、医療・

住民ケアに絞ったが、「日立市スマート工業

都市」としての都市像を再検討して施策・

計画を拡大していく。 

・本プロジェクトを推進するため、日立市と

日立製作所の協議を継続するとともに、日

立市の未来都市実現に寄与する地元企業に

よる協議の場づくりを進める。 
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【プロジェクト名：④柏の葉キャンパスシティ－１（安心健康居住システム）】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

（１）安心・健康居住システムの形成 

・超高齢社会の到来が確実なわが国では、近

い将来、国の社会保障費の増大、介護施設

の不足等が深刻な事態になると懸念される

ため、最後まで在宅で暮らせるまちづくり

の実現を目指す。 

 

①健康管理の見える化 

・高齢者を中心に、データの蓄積、見える化

により、適切な運動、食事等の健康管理を

促すとともに、診療時の問診の効率化、深

化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②在宅医療・介護のシームレスな連携 

・在宅医療とシームレスに連携する 24時間対

応・定額報酬制の介護サービスの効率化を

進め、事業者の参入を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

③元気な高齢者によるソーシャルビジネス 

・「互助のまちづくり」のために、高齢者の知

見や能力を活かして、地域住民へのサービ

ス提供を行うシニア・ビジネスの起業を人

【現在の進捗】 

（１）安心・健康居住システムの形成 

 

 

 

 

 

 

①健康管理の見える化 

・2012 年度に引き続き、2013 年度も総務省

ICT 街づくり推進事業の地区選定を受け、

ウェアラブルセンサーや通信機能付き体組

成計等を活用し、日常の運動量、睡眠、体

重、体脂肪率等の健康データを蓄積、見え

る化し、住民の自発的な健康管理を促す「健

康データ見える化プロジェクト」の社会実

証を実施した。 

 2013 年度は前年度の内容に加え、母子手帳

の電子化、健康データと地域ポイントプロ

グラムおよび柏市保健師による健康相談サ

ービスの連携をメニューに加え実証事業を

実施した。 

 

②在宅医療・介護のシームレスな連携 

・地域活性化総合特区規制緩和協議により、

柏市内において医師が常駐しない訪問リハ

ビリステーションの設置が認められ、2013

年度に柏市内に３箇所のサービスステーシ

ョンが設置された。 

・定額制地域巡回型の介護サービス事業者と

も継続して協議を進めており、参入を促進

するための条件、環境整備等について検討

中。 

 

③駅前に建設中のゲートスクエアのショップ

＆オフィス棟の３階に、柏の葉の住民やオ

フィス・テナントの勤務者、来街者が気軽

に立ち寄れる健康サポート拠点として東京
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【プロジェクト名：④柏の葉キャンパスシティ－１（安心健康居住システム）】 

材登録、マッチング等を通じて支援し、虚

弱高齢者の QOL 向上を図ると同時に、社会

参加の拡大による高齢者の生きがい創出、

健康増進も併せて実現する。 

大学産学連携コンソーシアムが運営する

「まちの健康研究所」の開業を計画してい

るが（2014 年７月開業予定）、その運営ス

タッフとして地域の元気高齢者を活用予

定。 

 市民参加型の健康情報発信拠点づくりを目

指している。 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

○総合特区制度等を早期に申請予定 

・個人健康記録の管理費用の支援 

・統合在宅健康サービス事業者への支援 

・元気な高齢者によるソーシャルビジネスへ

の支援 

【現在の進捗】 

・地域活性化総合特区により、医師が常駐し

ない訪問リハビリステーションの設置につ

き規制緩和が実現した。 

・健康データ見える化プロジェクトの実証事

業については総務省 ICT 街づくり推進事業

を活用した。 

・柏市の地域への保健師派遣事業「ふれあい

健康相談」のサービスを拡大して、柏市保

健師による相談サービスカウンターをゲー

トスクエアの健康ステーション内に設置す

べく柏市と協議中。 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

・事業スケジュール：2010 年～2015 年 

 

【現在の進捗（見通し）】 

・2014 年 7 月に完成予定の複合開発街区、ゲ

ートスクエアの開業に合わせて、市民の健

康サポート拠点となる健康ステーションを

開設し、健康増進・予防医療の拠点化を目

指している。 

・地域ポイントシステムと連携した健康デー

タ見える化サービスについては、2014 年度

にビジネスモデル化し、継続的な民間事業

として立ち上げ予定。 

 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

・特になし 

 

【現在の進捗】 

・特になし 
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【プロジェクト名：④柏の葉キャンパスシティ－２（低炭素コミュニティ）】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

（２）低炭素コミュニティの形成 

・環境分野に関するあらゆる技術やシステム

を導入・最適化することにより、エネルギ

ー効率の向上、省資源化・循環化の徹底、

ライフスタイルの転換などを複合的に組み

合わせた低炭素型のまちづくりを実現す

る。 

 

①低炭素技術導入の加速化・集中化 

・住宅、建築物、都市への低炭素技術の導入

を加速化するため、エネルギー使用の見え

る化の促進、HEMS（Home Energy Management 

System ）・ BEMS （ Building Energy 

Management System）の普及を図り、経済的

なインセンティブを集中的に適用する。ま

た、温泉、中水、ドライミスト等の環境対

応型水利用の促進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②低炭素インフラ・交通システムの実証導入 

・再生可能エネルギーや次世代交通システ

ム、それらの最適制御を図るための情報シ

ステムなど、低炭素社会に寄与するインフ

ラの導入に向けた実証実験を集中的に実施

するとともに、自律的なマネジメント体制

を確立する。 

・「人」を中心とした都市構造をもち、都市イ

ンフラの知能化・相互連携、情報と制御が

融合したスマート＆スムースなシステムに

より、生活やアクティビティがより安心  

【現在の進捗】 

（２）低炭素コミュニティの形成 

 

 

 

 

 

 

 

①低炭素技術導入の加速化・集中化 

・2014 年 7 月に全体竣工予定のゲートスクエ

ア内に、地域全体のエネルギー管理を行う

柏の葉スマートセンターが完成し、地区内

各施設の BEMS、HEMS を統合する「エリア・

エネルギー・マネジメントシステム（AEMS）」

が稼働予定。 

・対象施設のエネルギー使用状況の「見える

化」や節電・ピークカット等、エネルギー

使用の「制御」を行うとともに、街区間の

電力自営送電網の整備により街区間の「電

力融通」も実現する。 

・ゲートスクエアは 2010年７月に国土交通省

「住宅・建築物省 CO2 先導事業」に採択さ

れ、各種の省 CO2 施策の導入により、40％

の CO2削減（2005年度東京都平均排出量比）

を実現する設計となっている。 

 

②低炭素インフラ・交通システムの実証導入 

・2011 年６月より、自転車、電動バイク、電

気自動車など多様なモビリティを、街なか

のシェアリングポートで貸出・返却できる

共同利用（シェアリング）システムの社会

実験を開始し、現在も実証サービスを継続

中。 

2013年度も柏市内のポート増設、電動アシ

ストサイクルの導入など、利用率向上のた

めのシステム増強と会員増員の各種イベ

ントを実施した。 
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【プロジェクト名：④柏の葉キャンパスシティ－２（低炭素コミュニティ）】 

安全・快適・低炭素になる次世代環境都市

の実現を目指す。 

 

③フレキシブルな基盤整備のマネジメント 

・土地区画整理事業において、権利者の意向

や地域特性を活かした基盤整備を可能にす

るほか、道路構造令等の柔軟な適用により

道路緑化の推進を目指す。 

 

 

 

③フレキシブルな基盤整備のマネジメント 

・柏の葉キャンパス駅前周辺の公共空間で地

域イベントが開催しやすいように、歩道の

デッキ舗装、水道、電源の敷設工事等を実

施（2014 年 3月竣工）。 

・高質化された公共空間管理を、地域の運営

組織（UDCK）が自律的に管理運営できるよ

う柏市と UDCK とで管理協定を締結した。 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

○総合特区制度等を活用して下記の特例措置

の申請を検討する 

・低炭素型地区計画制度の創設 

・蓄電池に関する届出の簡素化および熱導管

の道路占用許可 

・権利者負担による区画整理地内の基盤整備

の高度化 

・換地処分前の開発行為における公共施設の

移管・帰属手続きの明瞭化 

・みどりに対する道路構造令の建築限界の特

例 

・環境対応利用のための温泉メタンガス利用

に関する鉱業法の適用除外 

・補助金で整備された公共施設を機能強化す

る場合の取り扱いの緩和 

・バイオエタノール生産原料の廃棄物対象か

らの除外 

・低炭素型地区における固定資産税等の軽減 

・低炭素インフラ実証導入への集中的支援 

・バイオマス等未活用エネルギー事業への支

援 

・蓄電池導入への支援 

 

 

 

【現在の進捗】 

・2011 年 12 月に「地域活性化総合特区」お

よび「環境未来都市」の地区指定を受けた。 

・「地域活性化総合特区」に基づく規制緩和協

議により、非常時の街区間電力融通を実現

するとともに、平常時のピークシフトのた

めの街区間電力融通についても実現の見通

しをつけた。 

・内閣府「環境未来都市先導モデル事業」、経

済産業省「次世代エネルギー技術実証」、環

境省「地域の再生可能エネルギー等を活用

した自立分散型地域づくりモデル事業」の

３つの補助制度を活用して環境・エネルギ

ー・交通関連の各種事業を進捗させ、2014

年 7 月のゲートスクエア竣工によって、最

先端の地域エネルギー管理システムが稼働

する見通し。 
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【プロジェクト名：④柏の葉キャンパスシティ－２（低炭素コミュニティ）】 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

・事業スケジュール：2010 年～2030 年 

【現在の進捗（見通し）】 

2014年  ゲートスクエア竣工（AEMS 稼働） 

2015年～ スマートシティエリア 

 （AEMS エリア）の拡大 

2023年  273ha 区画整理事業完了 

2030年  柏の葉スマートシティ全体竣工 

 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

・特になし 

 

【現在の進捗】 

・特になし 
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【プロジェクト名：④柏の葉キャンパスシティ－３（農資源の高付加価値）】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

（３）農資源の高付加価値化 

・食の安全・安心への関心の高まり、農地面

積の減少と耕作放棄地の増加、農業従事者

の高齢化・後継者不足といった農業を取り

巻く環境変化に対応すべく、都市型農業の

活性化・高付加価値化、地産地消の推進を

図るとともに、都市生活者が農業に参加す

る新たな農業文化・ライフスタイルの創造

を実現する。 

 

①都市型農業の推進 

・新たな職住近接の形態を提示するため、都

市内の農地での生産や農業体験に都市生活

者が参画しやすくするための取組みを推進

する。 

 

 

 

 

 

②休耕地の活用 

・ロハスな暮らしを志向する都市生活者に向

けて、市内の休耕地を週末農業やガーデニ

ングの場として活用する取組みを推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

③新たな農と食に関する文化・ライフスタイ

ル創造 

・「土地から学ぶ」「土地と愉しむ」「土地の恵

みを味わう」をテーマに、農業とエンター

テイメントを融合した「アグリテイメント」

をコンセプトに体験農園、参加体験型イベ

【現在の進捗】 

（３）農資源の高付加価値化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①都市型農業の推進 

・2010 年より「柏たなか駅」周辺で２箇所の

農業体験農園を継続して実施しており、入

園者数を安定的に維持しながら活動を継続

中。 

・千葉大学の実証実験から生まれた植物工場

が民間企業によって柏の葉地区で事業化さ

れ、2014 年 5月より本格稼働する（生産能

力：レタス 10,000 玉/日）。 

 

②休耕地の活用 

・2013 年５月に近隣の柏の葉小学校で「学校

花壇応援プロジェクト 花育活動」として同

小学校の児童、父兄らとともに花壇をつく

った。また、５月には著名園芸家を柏の葉

に招き、ガーデニング実演会を実施し多数

の住民の参加を得た。さらに６月にはガー

デニング講座を開講し、着実に住民のガー

デニング意識の醸成を図っている。本取組

みは 2014 年度も継続していく予定である。 

 

③新たな農と食に関する文化・ライフスタイ

ル創造 

・2011 年９月に柏の葉キャンパス駅前「オー

クビレッジ柏の葉」内で体験型貸農園「オ

ークファーム」の営業を開始。個人向け、

法人向け区画ともに順調に利用者を伸ば
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【プロジェクト名：④柏の葉キャンパスシティ－３（農資源の高付加価値）】 

ント、農園レストラン等を展開。また、施

設内でゼロエミッションを実現し、日本か

ら世界へ循環型社会のメッセージを発信し

ていく。リタイアメント層、ファミリー、

カップル等の幅広いターゲット層の獲得を

目指すとともに、国内外の観光客にも広く

アピールしてアグリツーリズムを実践す

る。 

・こうした取組みを通じ、都市型農業の振興

（地域活性化・地産地消の推進）を図ると

ともに、「アグリテイメント」という新たな

農と食の文化とライフスタイルの創造、ひ

いては国内外への展開を目指す。 

 

し、幅広い層が新たな都市型の農業体験を

楽しんでいる。 

・同施設内の農園レストランは「地産地消」

により地域を活性化するというコンセプト

のもと、一流シェフの監修による地元の新

鮮野菜を使ったメニューを提供している。

他にも農園ウエディングや野菜を使ったス

イーツを提供するカフェなどを展開し、「ア

グリテイメント」のコンセプトの実現に向

けて、様々なサービスの提供が始まってい

る。 

・オークビレッジは柏の葉スマートシティ視

察コースの定番となっており、アグリツー

リズムの可能性を拡大している。  

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

・特になし 

【現在の進捗】 

・特になし 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

・事業スケジュール：2010 年～2020 年 

【現在の進捗（見通し）】 

・変更なし 

 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

・特になし 

【現在の進捗】 

・特になし 
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【プロジェクト名：④柏の葉キャンパスシティ－４（新産業雇用創出）】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

（４）新産業・雇用の創出 

・本地域に根付くアントレプレナースピリッ

トを活かすべく、エンジェル・メンター等

とのチーム組成をサポートする支援組織の

確立や税制上の優遇措置など、地域発の創

業を支援する環境の整備・充実を図る。 

 

①地域ベンチャー育成環境の整備 

・大学等の知的資産を最大限活かしつつ、ベ

ンチャー企業の育成を推進するため、ベン

チャーの創業期支援のための税制等の充実

を図るとともに、地域住民のエンジェル化、

メンター化を促進し、地域エンジェル・メ

ンター組織を形成する。 

 

②研究開発機能の集積 

・大学や研究・教育機関、研究開発型企業の

立地促進・集積を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③国内外の研究者・高度人材の誘致  

・国内外の研究者や高度人材の活動環境を整

備し、誘致促進・集積を図る。 

【現在の進捗】 

（４）新産業・雇用の創出 

 

 

 

 

 

 

①地域ベンチャー育成環境の整備 

・2009 年から活動している地域のベンチャー

育成組織 TEP（TX アントレプレナーパート

ナーズ）が 2014 年 4 月に完成した KOIL

（Kashiwanoha Open Innovation Lab）に活

動拠点を移し、ハード・ソフト両面でベン

チャー育成環境が整った。 

 

②研究開発機能の集積 

・2014 年 4 月よりゲートスクエア内に、国内

最大規模のインキュベーション施設 KOIL

が完成し、運営を開始した。 

・東京大学の産学連携サテライトオフィスが

2014 年 1 月に柏の葉キャンパス駅前に竣

工。 

・研究開発型企業の立地促進・集積を図るた

め、東京大学、千葉大学、東京理科大学、

国立がん研究センターなど地域の学術研究

機関による企業誘致のためのコンソーシア

ム「柏の葉ライフサイエンス研究会」が

2013 年 11 月に発足し、企業誘致のための

各種インセンティブ創出を検討中。 

 

③国内外の研究者・高度人材の誘致 

・2013 年 5月に「第２回アジア・アントレプ

レナーシップアワード」（AEA）を開催。柏

の葉エリアがイノベーション創出の一大拠

点となるようアジア各国のベンチャー企業

を集結させ、ビジネスコンテストを行った。

2013 年度は、アジアの 12 の国・地域から
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【プロジェクト名：④柏の葉キャンパスシティ－４（新産業雇用創出）】 

20 チームが参加し、国内のベンチャー企業

が優勝した。国内で定期的に行う唯一の国

際ビジネスコンテストとして 2014年も 7月

に開業直後のゲートスクエアで開催予定で

ある。 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

○総合特区制度等を活用して下記の特例措置

の申請を検討する 

・地域のポテンシャルを活かした創業に携わ

るための海外高度人材の誘致 

・エンジェル税制の拡充 

・学校法人等への土地建物賃貸における固定

資産税等の減免 

・大学発ベンチャーを対象に限定した民間企

業版のエンジェル税制 

・地域ポテンシャルを活かした創業の集積・

加速 

・ベンチャー企業に対する繰越欠損金の延

長・非課税 

・大学発ベンチャーの事業化促進における人

材確保への支援 

・個人による創業支援モデルケースへの支援 

・研究開発補助金に対する信用保証の適用 

・地域ベンチャーに係る公的機関からの調達

枠の確保 

【現在の進捗】 

・2011 年 12 月に「地域活性化総合特区」の

地区指定。 

・総合特区協議の中で、エンジェル税制の拡

充について経済産業省と継続協議中。 

・AEA の開催費用および TEP のベンチャー企

業育成プログラム構築につき、環境未来都

市先導的モデル事業の補助金を活用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

・事業スケジュール：2010～2020 年 

 

【現在の進捗（見通し）】 

・2014 年 4 月、ゲートスクエア内にベンチャ

ー企業インキュベーション施設 KOIL が完

成。今後、KOIL を拠点にベンチャーコミュ

ニティネットワークを国内外に拡張予定。 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

・特になし 

【現在の進捗】 

・特になし 
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【プロジェクト名：⑤藤沢環境創造都市】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

・神奈川県藤沢市にあるパナソニックの工場

跡地（約 19ha）を活用し、藤沢市並びにパ

ートナー企業と共に、「自然の恵みを取り

入れた、エコと快適、安心安全なくらしが

持続する街」を目指し、街の魅力を高める

サービスを提供する。こうした取組みによ

り、街全体で CO2削減 70％（1990 年比）な

どを実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現在の進捗】 

・パナソニックはスマートシティ・プロジェ

クトで先進的な取組みを進めるパートナー

企業※並びに藤沢市と「Fujisawsa サスティ

ナブル・スマートタウン」（FSST）の事業

を推進中。 

・100 年後もサスティナブル・スマートなく

らしが生まれ続ける持続発展可能な街を目

指し、「生きるエネルギーがうまれる街。」

をコンセプトに、スマートタウンならでは

の新しい住居を中心とする、公共施設も備

えた複合街区開発に取り組んでいる。 

  ※2018 年度 すべての街区が完成予定 

・2014 年３月に住民入居開始。第一期戸建住

宅は 78戸を分譲、29 世帯が入居済(14 年 3

月末時点)。 

・街のコンセプト実現の仕掛けとして、 

環境・エネルギー・安心安全の「①全体目

標」と「②ガイドライン」を策定、「③街

の運営の仕組み（自治組織とタウンマネジ

メント会社）」を構築し、入居者に対して

タウンマネジメント会社を通じた「④タウ

ンサービス」を提供開始。 

 

①街の全体目標 

[環境目標] 

・CO2 70％削減（1990 年比）、生活用水 30％

削減（2006 年一般普及設備比較） 

[エネルギー目標] 

・再生可能エネルギー利用率 30％以上、 

戸建住宅単体では、CO2±０を目指す。 

[安心・安全目標] 

・ライフライン確保３日間 

 

②街のガイドラインの策定 

プロジェクトデザイン・ガイドライン 

タウンデザイン・ガイドライン 

コミュニティデザイン・ガイドライン 

※一部作成中 
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【プロジェクト名：⑤藤沢環境創造都市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・サービス事業（計画） 

１．エネルギーサービス 

・緊急用の最小限の家庭用蓄電池を各戸に導

入し、将来の世帯構成や太陽光発電の売電

制度の変化に応じて蓄電池容量を増設でき

る、診断保守・更新サービス。 

 

 

２．モビリティサービス 

・街の低炭素化に貢献する経済的な郊外戸建

て型のエコカー／電動自転車シェア・サー

ビス。 

 

 

３．セキュリティサービス 

・照明とセンサと監視カメラを最適制御し、

街全体を見守り。 

 

 

 

４．ヘルスケアサービス 

・住民に無理のない健康で快適な日常をサポ

ート。 

５．コミュニティサービス 

・各種サービスを利用するためのアプリケー

ションをワンストップで提供するポータル

／端末。 

  

 

③街の運営の仕組み構築 

[自治組織] 

FSST 住人と街に関わる事業者によって運

営される自治組織、「Fujisawa SST コミッ

ティ」を 2014 年 4 月に設立。 

[タウンマネジメント会社] 

 FSST コミッティによる街の運営の支援、 

タ ウ ン サ ー ビ ス 企 画 ・ 提 供 を 行 う

FujisawaSSTマネジメント㈱を 2013年 3月

に設立。2014 年 4 月よりサービス開始。 

 

④タウンサービス 

１．エネルギーサービス 

・個別分散型として太陽電池と蓄電池を集中 

導入。街全体で約 3,000kw の太陽電池を備

える予定。 

・街の公共用地を活用しコミュニティソーラ

ー事業を展開。平常時は CO2 削減に貢献、

非常時には地域住民へ電源開放。 

２．モビリティサービス 

・電気自動車・電動自転車のシェア、レンタ

カーデリバリーを軸とするトータルモビリ

ティサービスを提供。またバッテリーシェ

アリングなどの先進サービスの実証も予

定。  

３．セキュリティサービス 

・見守りカメラとセンサ付 LED 街路灯のセキ

ュリティ連携システムをタウン全域に大規

模導入。人的警備や街路設計、ホームセキ

ュリティと合わせた４重のセキュリティを

提供。 

４．ヘルスケアサービス 

・現在サービス検討中。 

 

５．コミュニティサービス 

・各種サービスをワンストップで提供するた

めの住人向けのポータルや端末を構築、提

供。 
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【プロジェクト名：⑤藤沢環境創造都市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※FSST 関係企業一覧（タウンマネジメント会社出資比率） 

[代表幹事] パナソニック(35.5%) 

[パートナー（17 社 1 団体）] 

 アクセンチュア、オリックス、電通(7.5%) 

 日本設計(5.0%)、東京ガス(5.0%)、 

 パナホーム(14.5%)、東日本電信電話(5.0%) 

三井住友信託銀行(5.0%)、三井不動産グル 

ー プ ( 三 井 不 動 産 レ ジ デ ン シ ャ

ル)(14.5%)、 

 三井物産(8.0%)、アインファーマシーズ、 

学研ココファンホールディングス、 

サンオータス、ソウ・ツー、長岡福祉協会 

綜合警備保障 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

１．国との連携について 

（１）国土交通省 省 CO2先導事業に採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）環境省 低炭素価値向上に向けた CO2 

排出抑制対策事業に採択 

 

 

２．県との連携について 

（１）さがみロボット産業特区 

 

 

 

 

 

【現在の進捗】 

・戸建住宅エリアにおける３つの先導性が評

価を受け、2013 年から 3 年間において補助

対象事業として採択。 

 －先導性① 省 CO2 プログラム 

・CO2±0のスマートハウス 

・常にスマートな家、設備、くらしを 

持続する仕組み 

 －先導性② 非常時対応プログラム 

  ・備蓄に加えエネルギー・通信まで広げ

たレジリエントライフへの備え 

 －先導性③ 持続的な街の運営を支える 

タウンマネジメント会社の設立 

  ・継続的な目標達成、周辺地域への波及、 

   その他プロジェクトへの普及促進 

 

・非住宅エリアにおける３つのエネルギーマ

ネジメントを軸にした自律分散型地域づく

りが評価され、2013 年から 3 年間において

補助対象事業として採択。 

 

・生活支援ロボットの実用化や普及を促進す

る「さがみロボット産業特区」として地域

活性化総合特区に指定。 

 ⇒第 4 回協議会に参加（2014 年 3 月 28 日） 
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【プロジェクト名：⑤藤沢環境創造都市】 

（２）環境共生モデル都市づくり事業 

 

 

 

 

 

・Fujisawa サスティナブル・スマートタウン

整備事業の環境共生の取組みが認められ、

環境共生モデル都市づくり事業認証 

 第 14号を獲得（2013 年 12 月 26日)。 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】     

2013 年度 戸建分譲開始・街びらき 

     タウンサービスの開始 

2014 年度 商業施設開業、グランドオープン 

2015 年度 福祉施設オープン、集合住宅検討 

2016 年度 集合住宅分譲開始 

2018 年度 街の完成 

【現在の進捗（見通し）】 

2014年春 街びらきまで当初計画通りに進捗。 

 

2014年秋 商業施設開業・グランドオープン 

2015年度 福祉施設オープン、集合住宅検討 

2016年度 集合住宅分譲開始 

2018年度 街の完成 

 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

・都市連携を通じた国内各都市、海外友好都

市等への「藤沢モデル」の発信。 

 

 

【現在の進捗】 

・国内外の多数のメディア・自治体・事業者・

教育機関へ街の先進性や魅力を広める活動

を展開（2013年度計 93 件）。 

・2014 年 3 月 11 日～14 日、MIPIM（不動産プ

ロフェッショナル国際マーケット会議）に

て国交省主導による 2020 年東京五輪を見

据えたシティーセールスに参画。 

⇒2015 年 5 月東京開催の MIPIM JAPAN で 

Fujisawa SST の出展を予定 

・グループ会社パナホームを中心に国内コン

パクトスマートタウンモデルを展開。 

  －パナホームスマートシティ潮芦屋 

  －パナホームスマートシティ堺・初芝 
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 【プロジェクト名：⑥豊田次世代エネルギー・モビリティ都市】  

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

（１）エネルギー（～2014 年） 

・家庭・地域単位のエネルギー利用の最適化。 

・67 軒のスマートハウス（太陽光パネル、

HEMS、蓄電池、EV/PHV 付き）を新築分譲。 

・EDMS（Energy Data Management System）に

より、電力の需給状況と家庭の電力使用状

況に応じて、エコポイント（電子マネー）

を付与し、デマンドレスポンスを実現。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）交通（～2014 年） 

・次世代自動車（EV/PHV、FCV）4,000 台以上

を導入し、交通部門の低炭素化を目指す。 

・TDMS（Traffic Data Management System）

による交通需要の見える化の推進や、駅や

バス停からの“ラストワンマイル”を補う

小型 EV のシェアリングシステム（＝「ワン

マイルモビリティ」）を開発し、公共交通の

利用促進を図る。 

・FC（燃料電池）バスの導入と、非常用電源

としての活用（VtoX）を実証。 

 

 

 

【現在の進捗】 

（１）エネルギー 

・67軒（含む 実験モデル棟）の分譲・入居が

完了。2011 年末よりデマンドレスポンス実

証を開始。2013年度には､対象 21棟での V2H

（ビークル・ツー・ホーム）システム開発

も完了し、車載蓄電容量･家庭用蓄電容量な

ど仮想的に効果検証を実施。家（HEMS）／

事務所（BEMS）等を連携させたコミュニテ

ィ全体の実証準備を完了。 

特定の世帯の一定期間において限定した

効果ではあるものの、「見える化」によって

最大 8～9％、ポイント付与により最大 25

～30％の消費電力量の削減・ピークシフト

を達成。 

・2013 年度は産業分野(移動先)の新たな取組

みとして追加となった「工業団地における

熱・電力共有化システム構築｣のマスタープ

ランの策定および国内外への展開に向けた

Feasibility Study・感度分析を実施。実証

段階への移行に向け、熱・電力共有化シス

テムの有効性（省エネ性･環境性･経済性）

や､国内外への事業の横展開の可能性を確

認。 

 

（２）交通 

・2012 年より市販開始された PHV を中心に、

次世代自動車を順次投入。 

・2012 年 10 月より、TDMS によるマルチモー

ダルルート案内とワンマイルモビリティの 

 基本システムの実証を開始(サービス名

Ha:mo Harmonious Mobility Network)。 

・2013 年 10 月より、フェーズ 2 に入り、TDMS

会員数 約 3,000 人、ステーション数 25 箇

所と本格運用に拡大。モーダルシフト率

10%に向け、各システムの運用評価と機能改

善・開発を実施中。 

・2014 年からは超小型電動自動車、i-ROAD､ 

T･COM の導入など新モビリティの運用実証
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 【プロジェクト名：⑥豊田次世代エネルギー・モビリティ都市】  

 

 

 

 

 

 

（３）医療・健康 

・車のステアリングにセンサーを搭載し、ド

ライバーの血圧・体温･心拍数等の健康情報

を取得・蓄積し、医療機関と連携して健康

診断の高度化を図る。 

 

（４）農業 

・耕作放棄地の再生を行いつつ、リーズナブ

ルな価格の農産物の安定提供を可能ならし

める栽培技術の開発を図る。 

・地元産農産物の価値向上に資する普及・宣

伝活動を行う。 

も開始。 

・2013 年 5月、水素ステーションを設置。燃

料電池バスの水素補給場所として運用開

始。11 月より、大容量給電の V2H 公開実験

を実施。 

 

（３）医療・健康 

・ステアリング搭載センサーの開発に着手。 

・名古屋大学と連携し、従業員のデータ等の

一部分析を開始。 

 

 

（４）農業 

・2013 年２月に運営会社を設立。 

・耕作放棄地の再生を実施。樹木の伐採、農地

の造成を行い、農業用施設を建設。 

・農業用施設の一部に ICT を活用して環境制御

を行う先端農業施設を導入。当該施設にて

試験的なトマト栽培を 2014 年 2 月に開始。 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

○次世代エネルギー・社会システム実証事業

（経済産業省） 

・2010 年より上記（１）（２）に関する予算面

の支援を得る。（～2014 年まで） 

 

○総合特区制度（内閣官房） 

・地域活性化総合特区として認定。規制緩和、

税・財政支援措置を得る予定。 

 

○クリーンエネルギー自動車等導入促進対策

費補助金（経済産業省） 

・EV・PHVについて、購入補助支援を得る。 

（ベース車両との差額の半分、PHVは 45万円） 

 

○エコファミリー補助金（豊田市） 

・EV・PHV・HVについて上限 10万（PHV は 15

万）までの購入補助を得る。 

 

【現在の進捗】 

・左記制度を活用し、プロジェクト推進中。 

・2013 年度には、再生可能エネルギーの地産

地消に向けた市の普及促進策として全国初

の減税･補助金･エコポイントによる一体的

な支援と総合窓口（仮称「未来のフツー相

談室｣）の設置を決定。 
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 【プロジェクト名：⑥豊田次世代エネルギー・モビリティ都市】  

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

（１）エネルギー 

・2012 年：デマンドレスポンスの本格化 

・2013 年：実証用住宅拡大（～230 軒） 

・2014 年：取得データを用いた制御の最適化 

 

（２）交通 

・2012 年：TDMS システムの運用開始 

・2013 年：FC バス、ワンマイルモビリティの

運行実証開始 

・2014 年：取得データを用いた制御の最適化 

 

（３）医療・健康 

・2012 年：車載センサーの開発 

・2013 年～14 年：データ収集・解析 

 

（４）農業 

2012 年：実証実験圃場の設立・計画作成～運

営会社設立 

2013 年：栽培、販売開始 

 

 

 

 

 

 

【現在の進捗（見通し）】 

（１）エネルギー 

（２）交通 

（３）医療・健康 

（４）農業 

・概ね左記の通り進行中。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

〔他地域への展開〕 

・システムの国内外への横展開を目指す。 

【現在の進捗】 

・宮城県における「F グリッド」※プロジェク

トで EDMS を実施。 

・「Fグリッド」は 2013 年 4 月より事業開始。 

※F グリッド： 

・トヨタ自動車東日本の宮城大衡工場において、近隣の工場

との自家発電の融通や、メガソーラーを組み合わせたエ

ネルギーマネジメントを実施。 
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【プロジェクト名：⑦京都 e-BUSネットワーク都市】 

１．プロジェクトの内容  

【計画概要】 

・以下３点について、京都市の中心地での実

施を構想している。 

①低炭素型公共交通機関を充実させるため、

「e-BUS（電気バス）・e-BRT（電気 Bus Rapid 

Transit）」を導入する。 

②中心市街地における駐車場問題を解決させ

るため、大規模駐車場の導入と e-BUS・e-

BRT 乗換による「Park＆Ride」を導入する。 

③利便性の高い交通結節点を充実させるた

め、「トランジットモール」を導入する。 

【現在の進捗】 

・京都市では、人と公共交通優先の「歩くま

ち・京都」の実現を最重点政策として位置

付け、歩く暮らしとクルマとの新しい付き

合い方に関する先進的な取組みを進め、

2011 年８月に、以下の 12 の施策からなる

「クルマのかしこい利用を進める 京都市

自動車環境対策計画（2011-2020）」を策定。

「EVバスの実用化に向けた技術開発」は、

⑩に含まれる。 

①効率的な自動車の利用（重点施策） 

②自動車の共同利用の促進（重点施策） 

③物流の効率化 

④エコドライブの推進（重点施策） 

⑤高速道路交通システムの実用化 

⑥自動車排ガス等対策の推進（重点施策） 

⑦エコカー利活用の促進（重点施策） 

⑧EV・PHV等の利用促進（重点施策） 

⑨EV・PHV用充電インフラ整備（重点施策） 

⑩次世代 EV 京都プロジェクトの推進（重点施

策） 

⑪環境にやさしい自動車燃料の普及策の検討 

⑫騒音および振動対策 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

・未定 

【現在の進捗】 

・特になし 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

・未定。ただし、以下を想定している。 

2011 年度：計画 

2012 年度上半期：計画 

2012 年度下半期：整備・実証実験 

2013 年度：実運用 

【現在の進捗（見通し）】 

・e-BUS は 2010 年度に京都市・青森市で実証

運行されたことに引き続き、2011 年度には

福岡市で実証運行された。 

・2012 年度には当社のリチウムイオン電池パ

ックを搭載した電気バスがカナダ・マニト

バ州で走行試験された。 

・2013 年度には当社のリチウムイオン電池パ

ックを搭載した電気バスがブラジル・サン

パウロで走行試験され、北九州市、薩摩   
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【プロジェクト名：⑦京都 e-BUSネットワーク都市】 

川内市で実運用された。 

・以上のように、電気バスの運用実績を積み

重ねている。 

 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

１．プロジェクト期間中のプロジェクトの発

展の可能性、プロジェクト終了後の活動（成

果の活用、国内外への展開など） 

①プロジェクトの目的は、実施地域だけの課

題ではなく、日本の多数の都市が現在直面

しているものであり、国内各都市への横展

開が可能である。 

②環境性を求める先進国や都市化が進行する

新興国等において、e-BUS・e-BRT のニーズ

は高く、車両およびシステム輸出が可能で

ある。 

 

２．その他特記事項（プロジェクト実現に向

けた課題など） 

・プロジェクトの実現に向けて、財政上の支

援措置および規制の特例措置が重要とな

る。 

 

【現在の進捗】 

・震災復興においても、e-BUS・e-BRT等の公

共交通機関の整備は期待されている。 
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【プロジェクト名：⑧山口アクティブ・エイジングシティ】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

・わらい・まなび・かかわりあえる「アクテ

ィブ・エイジングシティ」を目指し、先進

医療拠点づくり、中山間の恵みを体感する

スローライフの実現、地域とのつながり力・

絆づくり、安心な住まいづくり、教育・観

光のグローバル化に取り組む。2011 年３月

現在、山口商工会議所「山口未来都市構想

委員会」において、プロジェクトの詳細を

協議中。今後、同委員会を官民一体の協議

体に拡大の上、推進予定。 

 

－計画内容－ 

（１）先進医療拠点づくり 

（２）中山間の恵みを体感するスローライフ

の実現 

（３）地域とのつながり力・絆プロジェクト 

（４）安心マイホーム・マイタウン 

（５）グローバル･コミュニケーション都市

の実現 

（６）山口パブリックデザインセンター

（YPDC）の設置 

【現在の進捗】 

・山口市を中心とし、アクティブ・エイジン

グシティ構想と連携した新たな成長戦略の

推進に向けて、具体的な事業化の検討を実

施中。 

・あわせて、都市の成長、発展を促す、マク

ロ的な仕掛けとして、成長を志向する企業

等が活用できる社会資本、共通基盤『山口

AACオープンプラットフォーム』構想案を

検討中。 

 

 

2012年度： 

・個別事業案の内、一部事業案（「子育てコ

ミュニティと融合した母子健康管理支援事

業構想」）に関する基礎調査を、山口商工

会議所にて実施。同事業構想は、子育て世

代を契機として、山口市民の生涯にわたる

健康管理を市民が自身で管理しやすくする

仕組みを構築し、市民が活用する健康手帳

などの健康管理アイテムと、行政・地域情

報や地域コミュニティとの連携を図るほ

か、ヘルスケア関連民間企業とも連動させ

ることにより地域の産業振興にも寄与する

仕組み形成を目指す。 

・山口市での実現可能性を探るため、2013年

２～３月にかけ、山口市内の子育て世代に

対し、アンケート調査を行い、市民・地域

ニーズの把握と実態調査を実施（事業主体

/山口商工会議所、調査アドバイザー/山口

県立大学、経団連）。2013年３月完了。 

・アンケート結果からは、①母子健康および

子育て履歴に関する情報を電子化し、学童

期以降においても蓄積・活用できる仕組み

の構築や、②個人が、健康診査の結果や服

薬履歴・既病歴など、健康に関する情報を

蓄積・管理しやすい環境づくりの構築など、

健康情報の電子化へのニーズが高いことが

明らかになった。 
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【プロジェクト名：⑧山口アクティブ・エイジングシティ】 

2013年度： 

・上記調査事業の結果を医師会等の関係機関

へ報告し、母子健康管理支援事業構想の進

捗を検討した。 

山口市においては、平成27年3月末を目

途に「（仮称）健康都市宣言」を行う予定

にしており、山口市民全体の健康づくりに

直結する施策の観点から、より幅広い世代

を対象としたポピュレーションアプロー

チをプロジェクトとして位置づけ、その具

体策等の検討を行っているところである。 

その中で、全国各地の先進事例を視察、

検証したところであり、また、「安心」「健

康」をテーマに、総務省の平成25年度ICT街

づくり推進事業に係る調査事業を受託し

たところである。 

  現在、山口市が中心となり山口県立大、

山口商工会議所ほか各協力企業等とプロジ

ェクト実施に向けた協議を継続的に進めて

いる。 

 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

・総合特区制度（地域活性化総合特区）  

・メディア芸術情報拠点コンソーシアム構想 

【現在の進捗】 

・今後の事業検討の中で、シードマネーとし

て各種制度の活用を検討予定。 

・山口市の「新成長戦略具現化調査・実証事

業」を活用。 

 

 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

・2011 年度中に山口商工会議所「山口未来都

市構想委員会」を官民一体の協議体に拡大

の上、プロジェクト推進予定。 

【現在の進捗（見通し）】 

2014年度： 

山口商工会議所においては、山口市未来都

市構想委員会において、今後、以下のプロジ

ェクト案の検討、推進を図る予定。 
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【プロジェクト名：⑧山口アクティブ・エイジングシティ】 

① 山口アクティブエイジングブックの作成 
地元交通手段、病院、金融機関、各種公共

施設情報から、宅配弁当、買い物、ＮＰＯ

などの生活情報を網羅した便利帳 

② シニア人材バンク山口の設立 
高齢者現役社会のビジネスチャンスづく

りとして、就業希望者と事業主双方に「人

材バンク」への登録および就労斡旋を図る

仕組みの検討 

③ 山口健康食堂の立上げ 
地域の飲食店等へ、健康づくりに役立ち、

「食育」にもつながる健康メニュー提供へ

の協力を依頼 

④ 健康測定機器の職域導入と健康づくり散

歩コースの設定 
 活動量計等を活用した運動マニュアル作

成、職域登録と個人健康づくり会員登録、

中心商店街付近の歴史探訪スポットに散歩

コース設定、など 

 

一方、山口市においても、本市の有する多

種多様な地域資源を有効に利活用する視点か

ら、「健康」をキーワードに、県立大学が今

年度から取り組んでいる“サービスデザイン”

の手法を活用して、「温泉・農業」「住まい」

「教育機関・人材育成」等を組み合わせた先

鋭的な取組みとともに、公共領域における民

間事業者の参入促進など新たな公共サービス

の創出を図っていく予定である（文部科学省 

地（知）の拠点事業の活用）。 

また、ポピュレーションアプローチの拠点

となる「（仮称）健康ステーション」機能の

導入（健康情報の見える化を含む）に向けて、

地域交流センター、商店街の店舗等をモデル

に実証的に実施していく予定である（厚生労

働省地域健康増進促進事業の活用）。 

 さらには、総務省のメニューを活用し、ケ

ーブルネットワーク等を用いた災害時の情報

伝達等に取り組んでいく。これに加え、山口

商工会議所の「山口アクティブエイジング    
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【プロジェクト名：⑧山口アクティブ・エイジングシティ】 

ブック」との連携を図る中で、民間企業によ

る買い物支援や見守り、母子健康などを付加

した、新たな公共サービスの実現に向けた取

組みを実証的に進めていく予定である。 

その他に、資源エネルギー庁のメニューを

活用して、地域における富の創出、再分配を

視野に、公共施設・公有地（遊休地）等を活

用した地域発電事業を推進していく。今後、

棚卸し作業を行った候補地の詳細調査等と併

せ、資金調達方法の研究や、再分配のスキー

ムづくり等を行っていく予定である。 

 

【山口市新成長戦略検討協議会について】 

山口商工会議所において、「山口未来都市

構想委員会」における取組みを推進していく。

行政側の「山口市新成長戦略検討協議会」及

びそれに付随する部会等については、民間活

力の導入、民間投資の誘発を視野に、新山口

駅北重点エリア整備や、交流人口の拡大を図

るためのフレームづくりの進捗にあわせて、

適宜開催していくものとする。 

 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

・特になし 

【現在の進捗】 

・特になし 
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【プロジェクト名：⑨西条農業革新都市】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

（１）先進農業 

①生産面での革新 

・露地栽培においては、GPS による無人作業

や精密散布等の先進技術を利用した高度化

農業、廃棄物の再利用など環境負荷の小さ

な循環型農業の確立に向けた検討を行う。 

・施設栽培においては、肥料、農薬、農業資

材など生産の効率化に資する資材の利活用

を促進するとともに、LED 等の省エネルギ

ー照明の導入や、バイオマス燃料等の再生

可能エネルギーの利用、潅水システムや水

膜冷房システムにおける雨水の再利用な

ど、環境負荷の低い農業生産システムの構

築を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②流通面での革新 

・最先端の定温貯蔵・輸送技術および包装材

料等の関連資材に、ICT を活用した最適経

路や手段の探索等の効率的配送を組み合わ

せることで、鮮度維持など農産物の付加価

値向上を図る。 

・生産・流通を通じた工程管理のシステム化

に取り組み、生産者・栽培情報や収穫・出

荷情報等の集積、蓄積、解析を行う。収集

した工程管理情報はトレーサビリティの充

実に活用し、食の安全・安心の実現につな

げる。 

 

【現在の進捗】 

（１）先進農業 

①生産面での革新 

・2011 年８月に実証事業の推進役を担う新会

社（農業法人）を設立し、約５ha の圃場で

葉物野菜の露地栽培を開始、2012 年３月に

は無事初収穫を迎えた。３作目となる 2013

年度には、16.7ha の規模でレタス、キャベ

ツ、青ネギ、米の栽培および販売を行った。

主要作物であるレタスは、2011 年度の約

2haから約 10haに面積を拡大して栽培を行

い、ほぼ順調に育成することができた。な

お、近隣地域への横展開に鑑み、初期投資

の少ない露地栽培に専念することとした。 

・先進技術については、2012 年度より四国に

立地する国立大学や高等専門学校、民間企

業等と協力し、以下の取組みを開始した。 

・GPS を活用したコメの直播のための均平化

作業（2012～2013 年度） 

・電子百葉箱（環境測定）（2012～2013 年度） 

・栽培予測システム（2012～2013 年度） 

・ネットカメラによる遠隔監視（2013 年度） 

・ベテランの技を次世代に繋げていくための

ノウハウ継承用動画マニュアル（2013 年

度） 

 

②流通面での革新 

・2011 年度は、収穫農産物の販路確保や、要

素技術を有する研究機関との提携など、実

証実験の環境整備に取り組んだ。 

・2012 年度には、地元企業と連携し収穫農産

物の効率的なパッキング体制を構築した。 

・また、2012～2013 年度には、四国に立地す

るシンクタンクと共同で鮮度保持に関する

先進技術の実証を行い、実用化した。 

・さらに、2013 年度には出資企業であるパナ

ソニックとともにカラーバーコードを活用

した画期的なトレーサビリティ確保（生産

履歴追跡システム）に関する実証を行った。 
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【プロジェクト名：⑨西条農業革新都市】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）スクールニューディール構想 

①クリーンエネルギー・スクール 

・省電力照明や太陽光発電パネル等を学校の

校舎、体育館等に設置し、教育施設におけ

る消費エネルギーのクリーン化を図る。 

②登下校の安全・安心 

・電子タグを利用した児童の位置情報確認シ

ステムを構築し、登下校時の安全・安心の

強化を図る。 

③デジタル端末の活用 

・タブレットＰＣ等の情報端末機器を児童に

配布し、教材の一部のデジタル化を進め、

教育コンテンツの充実や ICT を活用した指

導事例の蓄積、校務の効率化を図る。 

・2012 年度からは、流通時に発生する廃棄物

の抑制を目指し、愛媛県立研究所とともに

試験を実施している。 

・栽培情報の集積、蓄積、解析作業に着手し

ており、「農業チェーン全体での情報利活

用」に向けた準備を進めている。 

・また、サンライズファーム西条の農産物の

みならず、近隣や愛媛県、四国産の農産物

の一次加工を行う「サンライズ西条加工セ

ンター」を 2014 年 2 月 28 日に設立した。

本センターの稼働により、販売先の多様化

や西条地域の農業生産高の向上を目指し、

地域農業の活性化の一助とする。 

本センターの設立には、地元の JA、運送業

者、金融機関、西条市の第三セクター等か

らの出資を頂き、地元との協力体制を整え

た。 

 

（２）スクールニューディール構想 

・2011 年度は、関係者のリソースの制約から

「先進農業」の実証事業を優先して進めた。 

・2012 年度は、現場の要望について調査検討

を行った。その結果、構想の内、デジタル

端末の活用に焦点を絞ることとした。 

・2013 年５月、西条市内の全 26 の小学校の

中から選定されたモデル校である神戸小学

校に電子黒板、デジタル教科書、書画カメ

ラを導入した。これにより教材のデジタル

化を含めた教育コンテンツの充実や ICT を

活用した、分かり易く効率的な授業に貢献

している。指導事例の蓄積・分析と教育現

場へのフィードバックにより、児童の学習

効率のさらなる向上を図っていく。 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

・総合特区制度（地域活性化総合特区） 

〔規制緩和〕 

 －農業生産法人要件の見直し 

 －農業委員会のあり方についての見直し 

【現在の進捗】 

・2011 年 12 月に「地域活性化総合特区」の

として認定。 

・2013 年６月現在、国有農地の賃貸借規制の

緩和など計３件の規制緩和および財政・ 
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【プロジェクト名：⑨西条農業革新都市】 

〔財政支援措置〕 

 －地域で共同利用する先進的集出荷・貯蔵

施設等の設備投資に対する助成 

金融支援措置の要望を特区法に基づき政府

に提出し、協議中。 

・左記【計画概要】に記載の規制緩和２件お

よび財政支援措置１件については、引き続

き地域の農業関係者との意見調整を進めつ

つ、検討を継続する。 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

（１）先進農業 

・2013 年度：GPS 利用など先進栽培技術の投

入 

・2014 年度：圃場拡大、他地域への展開 

 

 

 

 

 

 

（２）スクールニューディール構想 

・2013 年度：デジタル教材を使用した教育お

よび登下校安否確認システム等の実証実

験。 

・2014 年度：ソフトウェア、機器デバイス、

部材・素材開発への実験結果のフィードバ

ックおよび次世代機器の投入、校内外への

水平展開等。 

 

【現在の進捗（見通し）】 

（１）先進農業 

・2014 年度：更なる栽培面積の拡大、先進技

術実証（GPS トラクタの活用拡大、ネットカ

メラによる遠隔監視継続、ノウハウ継承用

動画マニュアルの地域への横展開）、流通効

率化技術の導入等を行っていく。 

・サンライズ西条加工センターの 2014年秋の

本格稼働を目指して、工場設計及び営業活

動を開始した。 

 

（２）スクールニューディール構想 

・2013 年度以降：デジタル教材の導入とこれ

を活用した教育を実践するとともに、デジ

タル教材の開発、授業設計、教員研修等を

実施。指導事例の蓄積・分析と教育現場へ

のフィードバックを図る。 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

〔他地域への展開〕 

・プロジェクトの推進を通じて蓄積された栽

培・流通・農場経営管理等のノウハウにつ

いては、パッケージ化し、国内外への水平

展開を検討。 

・東北の塩害圃場の再生に資するべく、干拓

地の塩害地土壌の分析と再生試験計画を立

案中。 

 

【現在の進捗】 

〔他地域への展開〕 

・海外展開の足掛かりとすべく、中国の大学

と「先進農業」、「食の安全」をテーマに提

携。2012 年度に調査検討を実施し、2013 年

度より中国にて数品目の試験栽培を実施

中。 

・干拓地の塩害地土壌の分析を行ったところ、

塩害を被っていないことが判明したため、

本干拓地での再生試験計画は中止とした。 

・日立造船と共同で、宮城県亘理町の津波 
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【プロジェクト名：⑨西条農業革新都市】 

被災農地について、営農できる状態に回復

可能な技術の実証に成功した。現在、他の

被災地へ横展開すべく自治体等と調整中。 

・海外展開の第二弾として、インドネシアに

てトマトの試験栽培を 2014 年 4 月に開始

した。住友化学が有するトマト栽培技術を

インドネシアに適合させつつ、日本の安心・

安全・高品質な青果物生産を目指す。 
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【プロジェクト名：⑩北九州アジア戦略・環境拠点都市】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

〔官民連携で進めるプロジェクト〕 

（１）スマートコミュニティ創造事業 

・官民連携による「北九州スマートコミュニ

ティ創造協議会」を中心に、最先端の環境

技術を導入したスマートグリッドを構築す

るとともに、次世代交通システムや高齢社

会に対応した人に優しいシステム整備、情

報ネットワーク・エネルギーネットワーク

の構築など、スマートグリッドを基盤とし

た次世代技術によるまちづくりを進め、高

効率で環境負荷の低い豊かな市民生活を実

現する、いわゆる「スマートシティ」を目

指す。 

 

 

 

（２）海外水ビジネス「ウォータープラザ拡

充」 

・水ビジネスへの取組みが、企業の収益の確

保、幅広い環境産業の発展につながるとと

もに、自治体にとっても新たな収益源とし

て期待できることから、官民連携による「北

九州市海外水ビジネス推進協議会」を設置。

「自治体＋民間企業」による新たな体制で

の実証研究をベースに、水に関する多様な

ニーズに対応していくため、最先端の造水

技術の実証拠点である「ウォータープラザ」

をさらに拡充する。 

 

【現在の進捗】 

 

（１）スマートコミュニティ創造事業 

・原計画のとおり、太陽光発電・副生水素を

使った燃料電池、風力発電等新エネルギー

の導入、IT 等を駆使した様々な建築物への

省エネシステムの導入、先端エネルギー制

御等を駆使した地区全体のエネルギーマネ

ジメントシステムの整備等が進んでいる。

具体的には、地域節電所の開設、スマート

メーターの設置等が行われ、ダイナミック

プライシング（DP）の実証実験が開始され

た。 

・この DP の実証実験により、2012 年夏季、

冬季、2013 年夏季のいずれも約 20%のピー

クカット効果が確認できた。 

 

（２）海外水ビジネス「ウォータープラザ拡

充」 

・「ウォータープラザ」については、企業への

テストベッドの貸出等も行われ、造水技術

の実証研究が活発に行われている。それら

の実績に加えて、海外への水ビジネスとし

て、ベトナム・ハイフォン市では北九州市

が独自に開発した高度浄水処理技術（BCF）

を用いた浄水施設の整備を、北九州市海外

水ビジネス推進協議会会員企業の現地法人

が受注した。また、カンボジアでは、水道

事業計画等の基礎調査を受注するなど取組

みが進んでいる。 

・また、ウォータプラザに隣接した管理棟の

建替えが着工（2014 年 1 月）し、ショール

ーム機能を備えた『水ビジネスの国際戦略

拠点』整備が本格的にスタートした。 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

・総合特区制度（国際戦略総合特区） 

 

【現在の進捗】 

・「グリーンアジア国際戦略総合特区」に指定

された。 
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【プロジェクト名：⑩北九州アジア戦略・環境拠点都市】 

 

 

 

 

（１）規制の特例措置 

・セグウェイ等の小型移動体の公道走行の特

例 

 

（２）金融上の支援措置 

①事業主体（海外水ビジネス会社等）の設立

や活動のための融資制度の充実 

②海外水ビジネスに関するリスクヘッジのた

めの保険制度の充実 

③水道事業体が海外展開を行う場合に必要な

事業資金に対する支援 

 

国の支援措置（税制・金融）や地域独自の

支援措置（固定資産税の課税免除等）を活用

して、市内で 300 億円を超える設備投資が見

込まれている。 

（１）規制の特例措置 

・事業実施者との調整により、申請を見送っ

た。 

 

（２）金融上の支援措置 

・今後の事業の進展に伴って、協議を進めて

行く予定。 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

（１）「スマートシティ」 

・2010 年度～2014 年度 

 

 

（２）海外水ビジネス「ウォータープラザ」

拡充 

・2009 年度～ 

 

【現在の進捗（見通し）】 

（１）「スマートシティ」 

・原計画に新たな要素を加えつつ、順調に進

展 

 

（２）海外水ビジネス「ウォータープラザ」

拡充 

①ウォータープラザは、今後、隣接の管理棟

建て替えに伴い、ショールーム機能を追加

設置し、拡充は完了の予定。 

②海外水ビジネスは、海外水ビジネス専門の

組織を立ち上げ、鋭意推進中。 

 

４．その他特記事項 

【計画概要】 

主に行政（北九州市）で進めるプロジェクト 

（３）アジアの環境マザー工場パーク 

（４）アジア次世代環境自動車開発・生産拠

点プロジェクト 

 

（５）ゼロ・カーボン先進街区形成 

 

 

【現在の進捗】 

・全体的に企業の設備投資等の動向に係るも

のであり、時間を要する。具体的な進展が

あるものは以下の通り。 

 

 

（５）ゼロ・カーボン先進街区形成 

・2012 年 5 月に土地区画整理事業が認可さ

れ、第一歩が開始した。 
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【プロジェクト名：⑩北九州アジア戦略・環境拠点都市】 

（６）アジア低炭素化センター 

 

 

 

 

 

（７）先導的低炭素化技術研究拠点形成（環

境未来イノベーションコンソーシアム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）環黄海 ACTION（地方版 EPA） 

（６）アジア低炭素化センター 

・同センター開設以来、58 件の Feasibility 

Study 調査等および４件の国際ビジネス案

件に関わり、企業の環境ビジネス支援を行

っている。 

 

（７）先導的低炭素化技術研究拠点形成（環

境未来イノベーションコンソーシアム） 

・太陽光発電システムのリサイクル研究開発

については、2010 度に新エネルギー・産業

技術総合開発機構（NEDO）の「太陽光発電

システム次世代高機能技術開発プロジェク

ト」の採択を受け、2012 年度には、実証実

験を行うリサイクル設備の整備を行った。

2013年度は、その設備を使った実証実験を

実施している。 

 

（８）環黄海 ACTION（地方版 EPA） 

・加盟している 10都市でワンストップの窓口

を立ち上げ、推進中。 
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【プロジェクト名：⑪沖縄物流拠点都市】 

１．プロジェクトの内容 

【計画概要】 

・那覇空港および那覇港を含むエリアにおい

て、サービス・パーツ（修理・交換部品）や

医薬品、農水産品等、速達性が求められる

ＢtoＢおよびＢtoＣ商品を主な対象に、日

本を含むアジアをカバーする「国際物流拠

点」（沖縄物流ハブ）を整備する。 

 

・東アジアおよび国内各都市を結ぶ沖縄の豊

富な航空ネットワークを活かし、輸出入に

関する手続の簡素化・一元化、海運ネット

ワークと航空ネットワークの連携、航空貨

物の搭降載や空港と倉庫間移動の自動搬送

システムの活用による省人化・低炭素化等

により、日本品質のきめ細やかな物流をア

ジア並みのコストで提供するとともに、「環

境負荷低減」が可能な物流モデルを実現す

る。 

 

・物流先進国シンガポールを凌駕する次世代

の「国際物流拠点」を目指し、新たな産業

および雇用を創出する。 

 

【現在の進捗】 

・沖縄物流ハブへのヤマト運輸の参画を受

け、発展型「未来都市モデルプロジェクト」

構想を立案。 

 

・本構想は①沖縄振興、②日本の優れた農畜

水産物の輸出促進、③農畜水産物の輸出促

進による東北の震災復興促進を目的に、ア

ジア各国へ向けた翌日保冷宅配サービスを

実現することを企画。2013 年 10 月 28 日に

はヤマト運輸が「国際クール宅急便」サー

ビスを香港向けに開始。 

 

・本構想を確実に実現するため、e-コマース

を活用し、アジア各国の消費者ニーズを的

確に把握しつつ、小規模生産者をも含めた

事業者が輸出に取り組めるビジネスモデル

を整備。 

 

・この一環として、沖縄県、ANA、ヤマト運輸

が中心となり、21 世紀政策研究所に研究プ

ロジェクト「沖縄物流ハブの可能性（研究

主幹 深川由起子 早稲田大学教授）」を設

置。生産者を含む幅広い関係者と共にビジ

ネスモデルの詳細を研究し報告書を刊行、

シンポジウムも実施。 

 

・2013 年 8 月より国際物流拠点産業集積地域

でヤマト運輸及び沖縄ヤマト運輸の「パー

ツセンター」が運用を開始。アジアに展開

する日系企業の保守パーツの保管と海外へ

のスピード輸送を実施しながら、BCP（事業

継続計画）対策としても機能。 

 

２．政府・自治体の制度利活用状況 

【計画概要】 

・「沖縄振興特別措置法」に基づく「国際物

流拠点産業集積地域」特区制度を活用。 

【現在の進捗】 

・左記特区制度により、区域内新規立地企業

に対して、法人税の所得控除等が実施。 
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・2013 年閣議決定の「日本再興戦略」および

「経済財政運営と改革の基本方針」にて、

本構想を着実に進める方針が明記された。 

 

・平成 26 年度税制改正により、「国際物流拠

点産業集積地域」の指定権限が国から知事

に移譲されたことを受け、より柔軟かつ迅

速な区域の指定が可能となる予定。 

 

３．今後のスケジュール 

【計画概要】 

・21世紀政策研究所での検討会の報告書「わ

が国物流ハブの新たなる可能性 －沖縄物

流ハブを通した農畜水産品の輸出拡大」に

基づきながら、国、沖縄県、ヤマト運輸と

の連携を強化し、本構想のさらなる充実を

目指す。 

 

【現在の進捗（見通し）】 

・「国際クール宅急便」サービスについて、

新たな農畜水産品輸出の手段としてさら

なる社会への浸透を図り、本年中に同サー

ビスを台湾向けに開始できるよう調整中。 

 

・電気・機械製品の修理パーツセンターを沖

縄物流ハブに構える「沖縄ストックモデ

ル」の展開についても今後注力していく予

定。 

 

４．その他特記事項 

【今後の展開】 

・特になし 

 

【現在の進捗】 

・特になし 

  

以 上 
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